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Ⅳ 介護と仕事の両立に関する事項 

 

１ 「介護と仕事の両立」促進の認識 

「重要と考えており取組中」が 38.2％と最も高く、次いで「重要な課題であるが検討まで手が回ら

ない」が 28.8％、「重要な課題との認識はあり取組について検討中」が 25.5％となっている。 

（表 4-1 図 1） 

 

表 4-1 図 1 「介護と仕事の両立」促進の認識 
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産業別では、「重要と考えており取組中」は電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、金融業，

保険業、複合サービス事業の 4 業種で 5 割以上となっている。一方、「重要な課題であるが検討まで

手が回らない」は製造業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、サービス業（他

に分類されないもの）の 4 業種で 3割以上となっている。（表 4-1 図 2） 

表 4-1 図 2 「介護と仕事の両立」促進の認識（産業別） 

 

 

規模別では、「重要と考えており取組中」は規模が大きくなるにつれ高くなっており、300 人以上で

5 割以上となっている。（表 4-1 図 3） 

表 4-1 図 3 「介護と仕事の両立」促進の認識（規模別） 
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２ 「介護と仕事の両立」に向けた取組で法定の休暇・休業制度以外に行っているもの 

「特に何も行っていない」が 39.8％と最も高く、次いで「時差出勤、短時間勤務を可能とする制度」

が 35.1％、「所定外労働の制限」が 24.2％となっている。（表 4-2 図 1） 

 

表 4-2 図 1 「介護と仕事の両立」に向けた取組で法定の休暇・休業制度以外に行っているもの 
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産業別では、「時差出勤、短時間勤務を可能とする制度」は電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信

業、金融業，保険業の 3 業種で 5 割以上。一方、「特に何も行っていない」は学術研究，専門・技術サ

ービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業の 3 業種で 5 割以上となっている。

（表 4-2 図 2） 

表 4-2 図 2 「介護と仕事の両立」に向けた取組で法定の休暇・休業制度以外に行っているもの（産業別） 
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規模別では、「時差出勤、短時間勤務を可能とする制度」は 500 人～999 人で 5 割以上。一方「特に

何も行っていない」は 49人以下で 4割以上となっている。（表 4-2 図 3） 

表 4-2 図 3 「介護と仕事の両立」に向けた取組で法定の休暇・休業制度以外に行っているもの（規模別） 
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３ １年間に介護休業を取得した従業員数と介護を理由として離職した従業員数 

平成 27 年 10 月 1 日から平成 28 年 9 月 30 日の 1年間に、介護休業を取得した従業員数について性

別にみると、女性は「0人」が 95.3％と最も高く、男性も「0人」が 98.2％と最も高く、ともに 9割

以上となっている。（表 4－3－1 図 1～表 4－3－2図 1） 

同時期に、介護を理由として離職した従業員数について性別にみると、女性は「0人」が 97.0％と

最も高く、男性も「0人」が 98.3％と最も高く、ともに 9割以上となっている。（表 4－3－3図 1～表

4－3－4 図 1） 

 

表 4-3-1 図 1～表 4-3-2 図 1 性別・１年間に介護休業を取得した従業員数 
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表 4-3-3 図 1～表 4-3-4 図 1 性別・１年間に介護を理由として離職した従業員数 
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産業別では、全ての業種で「0人」が最も高く、7割以上なっている。（表 4-3-1 図 2） 

表 4-3-1 図 2 １年間に介護休業を取得した女性従業員数（産業別） 
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人以上は 6割以上となっている。（表 4-3-1 図 3） 

表 4-3-1 図 3 １年間に介護休業を取得した女性従業員数（規模別） 

 

  

96.8

98.1

100.0

75.0

98.4

91.8

100.0

80.0

100.0

90.9

100.0

92.4

100.0

94.8

95.3

3.2

0.6

12.5

1.6

4.7

20.0

9.1

6.9

1.7
3.3

1.2

12.5

3.5

0.8

3.4

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

全体

0人 1人 2～5人 6人以上

98.4

97.0

94.2

94.5

100.0

80.0

66.7

95.3

1.6

2.5

3.5

4.1

10.0

16.7

3.3

0.5

2.3

1.4

10.0

16.7

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29人以下

30人～49人

50人～99人

100人～299人

300人～499人

500人～999人

1,000人以上

全体

0人 1人 2～5人 6人以上



 －122－ 

産業別では、全ての業種で「0人」が最も高く、9業種で 100.0％となっている。（表 4-3-2 図 2） 

表 4-3-2 図 2 １年間に介護休業を取得した男性従業員数（産業別） 

 

 

規模別では、全ての規模で「0人」が最も高く、9割以上となっている。（表 4-3-2 図 3） 

表 4-3-2 図 3 １年間に介護休業を取得した男性従業員数（規模別） 

 

  

100.0

97.5

100.0

100.0

95.2

97.6

100.0

100.0

100.0

100.0

94.1

100.0

100.0

98.2

98.2

2.5

3.2

2.4

5.9

1.8

1.6

1.6

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

全体

0人 1人 2～5人 6人以上

98.4

98.5

98.2

97.9

94.1

100.0

100.0

98.2

1.6

1.0

1.8

2.1

5.9

1.6

0.5

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29人以下

30人～49人

50人～99人

100人～299人

300人～499人

500人～999人

1,000人以上

全体

0人 1人 2～5人 6人以上



 －123－ 

産業別では、全ての業種で「0人」が最も高く、6業種で 100.0％となっている。（表 4-3-3 図 2） 

表 4-3-3 図 2 介護を理由として離職した女性従業員数（産業別） 

 

 

規模別では、全ての規模で「0 人」が最も高く、999 人以下で 9 割以上、1,000 人以上で 8 割となっ

ている。（表 4-3-3 図 3） 
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産業別では、全ての業種で「0人」が最も高く、8業種で 100.0％となっている。（表 4-3-4 図 2） 

表 4-3-4 図 2 介護を理由として離職した男性従業員数（産業別） 
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表 4-3-4 図 3 介護を理由として離職した男性従業員数（規模別） 

 

 

  

96.3

100.0

100.0

100.0

93.0

98.7

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

98.4

87.5

98.1

98.3

3.7

5.3

1.6

12.5

1.2

1.8

1.3

1.9

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

全体

0人 1人 2～5人 6人以上

98.1

100.0

98.2

97.9

93.8

90.0

80.0

98.3

1.9

1.2

0.7

6.3

10.0

20.0

1.2

0.6

1.4

0.0

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29人以下

30人～49人

50人～99人

100人～299人

300人～499人

500人～999人

1,000人以上

全体

0人 1人 2～5人 6人以上



 －125－ 

「介護と仕事の両立」推進別に、介護休業取得者数と介護を理由とした離職者数をみた（なお、介護

休業取得者数は取組ありで 26 人・取組なしで 19 人、介護を理由とした離職者数は取組ありで 29 人・

取組なしで 15人につき、従業員全体を対象とした集計のみとしている）。 

産業別では、介護休業取得者数は、情報通信業、卸売業，小売業、生活関連サービス業，娯楽業、教

育，学習支援業、医療，福祉の 5 業種で「取組あり」が「取組なし」を上回っている。一方、介護を理

由とした離職者数では、運輸業，郵便業で「取組あり」が 15人と最も多くなっている。（表 4-3-5 図 1） 

表 4-3-5 図 1 介護休業取得者数と介護を理由とした離職者数（業種別） 
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規模別では、介護休業取得者数は、49 人以下、100 人～499 人および 1,000 人以上で「取組あり」が

「取組なし」を上回っている。一方、50 人～99 人および 500 人～999 人では「取組なし」が「取組なあ

り」を下回っている。介護を理由とした離職者数では、100 人～499 人および 1,000 人以上で「取組あ

り」が「取組なし」を上回っている。一方、29人以下、および 50 人～99 人では「取組あり」が「取組

なし」を下回っている。（表 4-3-5 図 2） 

表 4-3-5 図 2 介護休業取得者数と介護を理由とした離職者数（規模別） 
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法定の休暇・休業制度以外に行っているもの別に、介護休業取得者数と介護を理由とした離職者数を

みた。 

介護休業取得者数は、「時差出勤、短時間勤務を可能とする制度」と「制度利用範囲の拡大（非正社

員も対象とする）」で、「あり」が 10 人以上となっているが、いずれも「あり」が「なし」を下回って

いる。 

介護を理由とした離職者数では、「短時間正社員制度」で「あり」が 15人となっているが、いずれも

「あり」が「なし」を下回っている。（表 4-3-6 図 1） 

 

表 4-3-6 図 1 介護休業取得者数・介護を理由とした離職者数（取組別） 
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４ 「介護と仕事の両立」促進に向けた取組の手法 

「特に何も行っていない」が 47.1％と最も高く、次いで「従業員に対する制度の情報提供と内容の

説明」が 33.7％、「家族の介護支援を必要とする従業員に関する情報の積極的な把握とアドバイス」

が 15.1％となっている。（表 4-4 図 1） 

「その他」の具体的な回答は、「ワークライフバランス/ダイバーシティ推進チーム発足」「就業規

則、介護休業等に関する規程の設定」などが寄せられている。 

 

表 4-4 図 1 「介護と仕事の両立」促進に向けた取組の手法 
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産業別では、「従業員に対する制度の情報提供と内容の説明」は電気・ガス・熱供給・水道業、情報

通信業、学術研究，専門・技術サービス業の 3 業種で 6 割以上となっている。一方、「特に何も行って

いない」は建設業、製造業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、サービス業（他

に分類されないもの）の 5 業種で 5割以上となっている。（表 4-4 図 2） 

表 4-4 図 2 「介護と仕事の両立」促進に向けた取組の手法（産業別） 
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規模別では、「従業員に対する制度の情報提供と内容の説明」は 300 人以上で 5 割以上。一方、「特

に何も行っていない」は 50～99 人で 5割以上となっている。（表 4-4 図 3） 

表 4-4 図 3 「介護と仕事の両立」促進に向けた取組の手法（規模別） 
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５ 「介護と仕事の両立」を促進するために今後導入を検討したいもの 

「特になし」が 45.4％と最も高く、次いで「時差出勤、短時間勤務を可能とする制度」が 22.4％、

「介護を理由に離職した従業員の再雇用制度」が 17.0％となっている。（表 4-5 図 1） 

 

表 4-5 図 1 「介護と仕事の両立」を促進するために今後導入を検討したいもの 
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離職した
従業員の

再雇用制度

制度利用範囲の
拡大（非正社員も

対象とする）

全体 705 39 6 24 29 93 158 66 98 120 39

特になし その他

320 9

 



 －132－ 

産業別では、「特になし」は電気・ガス・熱供給・水道業、卸売業，小売業、宿泊業，飲食サービ

ス業、生活関連サービス業，娯楽業、教育，学習支援業の 5業種で 5割以上となっている。一方、「時

差出勤、短時間勤務を可能とする制度」は学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス

業、複合サービス事業の 3 業種で 3割以上となっている。（表 4-5 図 2） 

表 4-5 図 2 「介護と仕事の両立」を促進するために今後導入を検討したいもの（産業別） 
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規模別では、「特になし」は 29人以下、および 1,000 人以上で 5 割以上となっている。（表 4-5 図 3） 

表 4-5 図 3 「介護と仕事の両立」を促進するために今後導入を検討したいもの（規模別） 
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６ 「介護と仕事の両立」を促進する上での課題・問題点 

「業務を補完できる従業員の不足」が 51.2％と最も高く、次いで「業種や業務の特殊性のため、柔

軟な働き方に対する制約がある」が 27.1％、「制度導入に係る業務量の負担」が 26.8％となっている。

（表 4-6 図 1） 

 

表 4-6 図 1 「介護と仕事の両立」を促進する上での課題・問題点 

 

 

※「介護と仕事の両立」を促進する上での課題・問題点 
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・育児とは異なる介護の性格（卸売業，小売業） 

・社内制度の理解不足（サービス業） 

・フォロー体制がまだ確立されていない（運輸業，郵便業） 

・介護と仕事の両立という考えまで至っていない（製造業） 
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ノウハウの不足で課題や問題点が分からない

課題や問題点はない

その他（n=668）

（%）

計
制度導入に

係る業務量の
負担

業種や業務の
特殊性のため、
柔軟な働き方に

対する
制約がある

取得の容易さに
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産業別では、「業務を補完できる従業員の不足」は建設業、金融業，保険業、学術研究，専門・技

術サービス業、複合サービス事業の 4 業種で 6 割以上となっている。一方、「制度導入に係る業務量

の負担」は建設業、学術研究，専門・技術サービス業、サービス業（他に分類されないもの）の 3業

種で 4割以上となっている。（表 4-6 図 2） 

表 4-6 図 2 「介護と仕事の両立」を促進する上での課題・問題点（産業別） 
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規模別では、「業務を補完できる従業員の不足」は 30 人～99 人、300 人～499 人で 5 割以上となっ

ている。（表 4-6 図 3） 

表 4-6 図 3 「介護と仕事の両立」を促進する上での課題・問題点（規模別） 
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７ 「介護と仕事の両立」促進に関して行政に求めるもの 

「取組を推進する企業への助成制度」が 35.6％と最も高く、次いで「先進的な取組を行う企業の情

報提供」が 30.4％、「全県的な意識醸成を図るキャンペーン」が 27.0％となっている。（表 4-7 図 1） 

 

表 4-7 図 1 「介護と仕事の両立」促進に関して行政に求めるもの 
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産業別では、「全県的な意識醸成を図るキャンペーン」は電気・ガス・熱供給・水道業、金融業，保

険業の 2 業種で 6 割以上。一方、「取組を推進する企業への助成制度」は学術研究，専門・技術サービ

ス業、宿泊業，飲食サービス業、医療，福祉の 3業種で 5 割以上となっている。（表 4-7 図 2） 

表 4-7 図 2 「介護と仕事の両立」促進に関して行政に求めるもの（産業別） 
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規模別では、「セミナー、イベントの開催」は 500 人～999 人で 5 割以上、「取組を推進する企業へ

の助成制度」は 1,000 人以上で 6 割以上となっている。（表 4-7 図 3） 

表 4-7 図 3 「介護と仕事の両立」促進に関して行政に求めるもの（規模別） 
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８ 「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の認知度 

「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の認知度をみると、「知らない」が

68.5％と 6割以上を占め、「知っている」は 31.5％で 3 割以上となっている。（表 4-8 図 1） 

 

表 4-8 図 1 「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の認知度 

 

 

 

  

知っている

31.5%

知らない

68.5%

（n=657）

計 知っている 知らない

全体 657 207 450



 －141－ 

産業別では、「知っている」は電気・ガス・熱供給・水道業で 7 割以上。それ以外の業種は「知ら

ない」が 5割以上となっている。（表 4-8 図 2） 

表 4-8 図 2 「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の認知度（産業別） 

 

 

規模別では、500～999 人で「知っている」と「知らない」が同率の 50.0％。それ以外の区分では

「知らない」が 6 割以上となっている。（表 4-8 図 3） 

表 4-8 図 3 「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の認知度（規模別） 
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９ 「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の活用度 

「ない」が 93.2％と 9割以上を占め、「ある」は 6.8％となっている。（表 4-9 図 1） 

 

表 4-9 図 1 「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の活用度 
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産業別では、全ての業種で「ない」が 7割以上。その中で、建設業、電気・ガス・熱供給・水道業

で「ある」が 2割以上となっている。（表 4-9 図 2） 

表 4-9 図 2 「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の活用度（産業別） 

 

 

規模別では、全ての規模で「ない」が 8割以上。その中で、29 人以下で「ある」が 1 割以上となっ

ている。（表 4-9 図 3） 

表 4-9 図 3 「介護と仕事の両立」促進に関する国や自治体による支援制度の活用度（規模別） 
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